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とともに、専門学校卒業生の学修成果の社会的な評価の向上や学修継続の機会を確保する

ことが求められているとされ、学校教育法の改正を含む制度改正が必要とされた。 

以上のような状況を踏まえ、政府は、令和６年３月１日、専修学校における教育の充実

を図るための「学校教育法の一部を改正する法律案」（閣法第35号。以下「学校教育法改正

案」という。）を閣議決定し、国会に提出した。 

 

３．学校教育法改正案の概要  

（１）大学等との制度的整合性の向上（専門課程の入学資格厳格化、単位制の法定化） 

 現在、専門課程の入学資格は、高等学校等を卒業した者又はこれに「準ずる学力がある

と認められた者」とされているところ、本改正により、高等学校等を卒業した者又はこれ

と「同等以上の学力があると認められた者」となり、大学の入学資格と同様になる。また、

現在、専修学校在籍者の呼称は、中学校や高等学校と同じ「生徒」とされているが、専修

学校のうち専門課程の在籍者の呼称が大学等と同じ「学生」に改められる。 

専修学校となるために必要な要件（脚注２参照）のうち、「授業時数が文部科学大臣の定

める授業時数以上であること。」の「授業時数」が「授業時数又は単位数」に改められる3。 

  

（２）専門課程修了者の学修継続の機会確保・社会的評価の向上（専攻科の設置、大学編

入学資格・専門士の称号の付与） 

 現在、学校教育法に専修学校における専攻科の設置規定はないが4、本改正により、修業

年限２年以上等の基準を満たす専門課程（特定専門課程）を置く専修学校には、専攻科を

置くことができることとなる5。また、特定専門課程の修了者は、大学編入学資格が認めら

れるとともに、「専門士」と称することができることとなる6。 

 

（３）教育の質の保証（自己点検評価の義務付け等） 

現在、専修学校における評価は、小学校の学校評価の規定が準用されており、自己評価

が義務付けられるとともに、学校関係者評価が努力義務とされている。本改正により、専

門課程を置く専修学校は、その教育水準の向上に資するため、大学と同等の項目7での自己

点検評価が義務付けられる（小学校の自己評価の義務規定は準用されなくなる）とともに、

外部の識見を有する者による評価を受ける努力義務が定められる。「外部の識見を有する

者」として、協力者会議報告書では「独立した専門の評価機関」が想定されるとしている。 

（徳田
と く だ

 貴子
た か こ

・文教科学委員会調査室） 

 
3 現在も学校教育法施行規則に基づき、各学校が一定の授業時数を満たした上で単位制を採用することは可能。 
4 現在各学校が称している「専攻科」は、学校教育法に定めのないものである。 
5 一定の要件を満たす専攻科は、修学支援新制度（授業料等の減免、給付型奨学金の支給）の対象となる。 
6 現行の学校教育法でも、修業年限２年以上等の基準を満たす専門課程を修了した大学入学資格保有者に大学

編入学資格が認められている。また、告示に基づき、修業年限２年以上等の要件を満たし文部科学大臣の認

定を受けた専門課程の修了者は、専門士と称することができる（本改正で専門士が法律に位置付けられる）。 
7 教育、組織及び運営並びに施設及び設備の状況。大学はこれらに加え、研究の状況も自己点検評価の対象。 
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地球温暖化対策推進法改正案 

 
 

2024（令和６）年３月５日、政府は「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正

する法律案」（閣法第42号。以下「本法律案」という。）を閣議決定し、同日、国会に提出

した。本法律案は、パリ協定に基づく我が国の温室効果ガス排出削減目標の確実な達成に

向け、国内外での地球温暖化対策を加速するため、二国間クレジット制度の着実な実施を

確保するための実施体制の強化、地域共生型再生可能エネルギーの導入促進に向けた地域

脱炭素化促進事業制度の拡充等を主な内容としている。 

以下、本法律案の提出背景及び主な内容等を紹介する1。 

 

１．本法律案の提出背景 

 2015（平成27）年の国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（ＣＯＰ21）において、全

ての国が参加する2020年以降の温室効果ガスの排出削減等のための新たな枠組みとして採

択された「パリ協定」は、世界共通の長期目標として、産業革命前からの地球の平均気温

上昇を２℃より十分下方に抑える（２℃目標）とともに、1.5℃に抑える努力を追求するこ

と（1.5℃目標）等を位置付け、これらの目標を達成するため、全ての締約国が温室効果ガ

スの排出削減目標（国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution）。以下「Ｎ

ＤＣ」という。）を５年ごとに提出・更新することを義務付けている。また、世界の温室効

果ガスの排出削減を効率的に推進するため、市場メカニズム（温室効果ガス排出削減量の

国際移転）を位置付けている。 

 我が国は、2020（令和２）年10月、第203回国会の所信表明演説において、菅総理（当時）

が、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050年カーボンニュート

ラル」を宣言した。また、2021（令和３）年４月に米国バイデン政権が主催した気候サミッ

ト等において、2050年カーボンニュートラルと整合的で野心的な目標として、2030年度に

温室効果ガスを2013年度比で46％削減することを目指す、さらに、50％の高みに向けて挑

戦を続けていくことを表明した。 

 これらを受け、2021（令和３）年10月22日、新たな地球温暖化対策計画等が閣議決定さ

れ、同日の地球温暖化対策推進本部で2030年度の削減目標を記載したＮＤＣを決定し、国

連気候変動枠組条約事務局に提出した。 

 

（１）二国間クレジット制度 

 二国間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism。以下「ＪＣＭ」という。）は、パ

 
1 本稿は令和６年３月22日までの情報を基に執筆している。 
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リ協定の市場メカニズムの一類型として、事業者が途上国において整備する太陽光発電施

設や省エネ型機器などの我が国の優れた脱炭素技術、製品、システム、サービス、インフ

ラ等の普及や対策実施を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を

定量的に評価し、獲得したクレジットを我が国のＮＤＣの達成に活用する仕組みである。 

 地球温暖化対策計画では、官民連携で2030年度までの累積で１億ｔ-ＣＯ２程度の国際的

な排出削減・吸収量を目指すとされるとともに、2022（令和４）年６月に閣議決定された

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ」において、2025年

を目途にパートナー国を30か国程度とすることを目指し、関係国との協議を加速するとさ

れている。 

 パートナー国は、2022（令和４）年８月以降12か国増加し、現在29か国、240件以上のプ

ロジェクトが実施されているが、既存プロジェクトによる2030年度までの排出削減・吸収

量は約2,300万ｔ-ＣＯ２と想定されている。 

 増加するパートナー国・プロジェクトに関する調整や、地球温暖化対策計画で掲げられ

た目標の達成に向けて、ＪＣＭの実施体制の強化が急務となっている。 

 

（２）地域脱炭素化促進事業制度 

 カーボンニュートラルの実現には、再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）の利

用促進が重要であるが、再エネ事業に対する地域トラブルが発生するなど、地域との共生

が課題となっている。このため、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第

117号）の令和３年改正により、地域脱炭素化促進事業制度が創設された。 

 同制度は、市町村が、住民や事業者等が参加する協議会等を活用し、地方公共団体実行

計画（地方公共団体が策定する温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計

画）に再エネ事業に関する促進区域（以下「再エネ促進区域」という。）や、再エネ事業に

求める環境保全・地域貢献への取組を位置付け、適合する事業計画を認定する仕組みであ

る。同制度は、地域で合意形成を図りつつ、環境に適切に配慮し、地域に貢献する「地域

共生型再エネ」の導入促進を目的としている。 

 しかし、制度創設以降、再エネ促進区域の設定は17市町にとどまっている。地域共生型

再エネの導入を拡大するため、再エネ促進区域の設定等を加速する制度の拡充が必要と

なっている。 

 

（３）くらしの脱炭素化 

カーボンニュートラルの実現には、家庭や暮らしの分野でも大幅な温室効果ガスの排出

削減が求められている。環境省は、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル転換を後押

しするため、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」を展開しており、

2023（令和５）年７月、愛称を「デコ活」と決定した。 

 

２．本法律案の主な内容 

（１）ＪＣＭの実施体制の強化 
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リ協定の市場メカニズムの一類型として、事業者が途上国において整備する太陽光発電施

設や省エネ型機器などの我が国の優れた脱炭素技術、製品、システム、サービス、インフ
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定量的に評価し、獲得したクレジットを我が国のＮＤＣの達成に活用する仕組みである。 
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「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ」において、2025年

を目途にパートナー国を30か国程度とすることを目指し、関係国との協議を加速するとさ

れている。 

 パートナー国は、2022（令和４）年８月以降12か国増加し、現在29か国、240件以上のプ

ロジェクトが実施されているが、既存プロジェクトによる2030年度までの排出削減・吸収

量は約2,300万ｔ-ＣＯ２と想定されている。 
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た目標の達成に向けて、ＪＣＭの実施体制の強化が急務となっている。 

 

（２）地域脱炭素化促進事業制度 

 カーボンニュートラルの実現には、再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）の利

用促進が重要であるが、再エネ事業に対する地域トラブルが発生するなど、地域との共生

が課題となっている。このため、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成10年法律第

117号）の令和３年改正により、地域脱炭素化促進事業制度が創設された。 

 同制度は、市町村が、住民や事業者等が参加する協議会等を活用し、地方公共団体実行

計画（地方公共団体が策定する温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計

画）に再エネ事業に関する促進区域（以下「再エネ促進区域」という。）や、再エネ事業に

求める環境保全・地域貢献への取組を位置付け、適合する事業計画を認定する仕組みであ

る。同制度は、地域で合意形成を図りつつ、環境に適切に配慮し、地域に貢献する「地域

共生型再エネ」の導入促進を目的としている。 

 しかし、制度創設以降、再エネ促進区域の設定は17市町にとどまっている。地域共生型
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なっている。 

 

（３）くらしの脱炭素化 

カーボンニュートラルの実現には、家庭や暮らしの分野でも大幅な温室効果ガスの排出

削減が求められている。環境省は、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル転換を後押

しするため、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」を展開しており、
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２．本法律案の主な内容 

（１）ＪＣＭの実施体制の強化 

 

 ＪＣＭでは、プロジェクトの計画段階からクレジット発行に至るまで何段階もの手続が

存在している。現在は、政府が、パートナー国の拡大交渉等だけでなく、各種プロセスに

おける相手国との連絡・調整・交渉、ＪＣＭ登録簿の管理・運用等を行い、一部業務につ

いてのみ、専門性に応じて複数の事業者に委託して実施している。 

 2030年度までの累積目標（１億ｔ-ＣＯ２程度）の達成に向けて、現行の体制では、政府

の業務負担軽減・効率化、ＪＣＭクレジットの発行・管理に係る事務の中長期的かつ安定

的な実施の確保、パートナー国・事業者の秘密保持情報の一元的管理の必要性が課題とな

る。 

そこで、本法律案では、パートナー国との調整等を踏まえた国際協力排出削減量の記録

（ＪＣＭクレジットの発行）、国際協力排出削減量口座簿（ＪＣＭ口座簿）等に関する主務

大臣の事務等を規定し、これらの事務を指定実施機関（指定法人）に委任できる規定を整

備している。 

 

図表１ ＪＣＭの実施体制の強化 

 

   （出所）環境省資料 

 

 ア ＪＣＭ手続の法定化①：国際協力排出削減量の記録等 

  本法律案では、国際温室効果ガス排出削減等協力事業（ＪＣＭプロジェクト）を実施

しようとする者は、事業設計書（国際温室効果ガス排出削減等協力事業の設計に係る事

項を記載した書類）等を主務大臣に提出することとし、提出に際しては、あらかじめ認

定検証機関（第三者機関）に事業設計書の内容の妥当性を確認した上で、その報告書を

事業設計書等に添付しなければならないとしている。また、主務大臣は、事業設計書等

の内容を確認するとともに、パートナー国と協議し、同意を得た場合には、国際温室効

果ガス排出削減等協力事業を実施しようとする者に通知するものとしている（図表２の

①部分）。 

  国際温室効果ガス排出削減等協力事業の実施についてパートナー国から同意があった

旨の通知を受けた者は、実施した国際温室効果ガス排出削減等協力事業による国際協力

排出削減量の記録の申請書等を主務大臣に提出する。その際には、あらかじめ削減等が

行われた温室効果ガスの量について認定検証機関の検証を受け、その報告書を申請書等
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に添付しなければならない。主務大臣は、申請書の内容を確認するとともに、パートナー

国と協議し、同意を得た場合には、国際協力排出削減量口座簿（後述イ参照）に記録が

できるとしている（図表２の②部分）。 

 

図表２ プロジェクト申請からクレジット発行までのプロセス 

 
        （出所）環境省資料 

 

イ ＪＣＭ手続の法定化②：国際協力排出削減量の管理 

  本法律案では、主務大臣は、国際協力排出削減量口座簿を作成し、国際協力排出削減

量の管理を行うため、政府保有口座及び法人等保有口座を開設するものとしている。ま

た、国際協力排出削減量の振替（取得及び移転）は、主務大臣が、国際協力排出削減量

口座簿において記録することにより行うものとしている。なお、ＮＤＣに利用する国際

協力排出削減量は、日本国及び相手国の承認を受けたものでなくてはならず、パリ協定

に基づく計算方法（二重計上を回避するための措置）が適用されたものでなければなら

ないとしている。 

 ウ 指定実施機関の指定 

  本法律案では、主務大臣は、指定実施機関に、国際協力排出削減量の記録及び管理に

関する主務大臣の事務の全部又は一部を行わせることができるものとしている。指定実

施機関の事務の範囲については、主務大臣の認可を受けた事務規程及び事業計画で定め

られる。 

  なお、指定実施機関は全国で一つとされ、指定対象は一般社団法人又は一般財団法人

に限定される。役員・職員に対して秘密保持義務等が課されるほか、役員の選任・解任、

事務規程、事業計画等は主務大臣の認可が必要である。また、主務大臣による指定の取

消し、事務の全部又は一部停止命令を規定しているほか、監督命令、立入検査等も規定

しており、政府の一定の方針及び監督の下、指定実施機関に事務が委任される。 

 

（２）地域脱炭素化促進事業制度の拡充 

 現行法では、市町村のみが再エネ促進区域等の地域脱炭素化促進事業の促進に関する事

項を定めることができるものとしているが、市町村における人材・専門的知見の不足、再

エネ促進区域設定時の市町村間の調整、複数市町村にわたる場合の地域脱炭素化促進事業
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に添付しなければならない。主務大臣は、申請書の内容を確認するとともに、パートナー

国と協議し、同意を得た場合には、国際協力排出削減量口座簿（後述イ参照）に記録が

できるとしている（図表２の②部分）。 

 

図表２ プロジェクト申請からクレジット発行までのプロセス 

 
        （出所）環境省資料 

 

イ ＪＣＭ手続の法定化②：国際協力排出削減量の管理 

  本法律案では、主務大臣は、国際協力排出削減量口座簿を作成し、国際協力排出削減

量の管理を行うため、政府保有口座及び法人等保有口座を開設するものとしている。ま

た、国際協力排出削減量の振替（取得及び移転）は、主務大臣が、国際協力排出削減量

口座簿において記録することにより行うものとしている。なお、ＮＤＣに利用する国際

協力排出削減量は、日本国及び相手国の承認を受けたものでなくてはならず、パリ協定

に基づく計算方法（二重計上を回避するための措置）が適用されたものでなければなら

ないとしている。 

 ウ 指定実施機関の指定 

  本法律案では、主務大臣は、指定実施機関に、国際協力排出削減量の記録及び管理に

関する主務大臣の事務の全部又は一部を行わせることができるものとしている。指定実

施機関の事務の範囲については、主務大臣の認可を受けた事務規程及び事業計画で定め

られる。 

  なお、指定実施機関は全国で一つとされ、指定対象は一般社団法人又は一般財団法人

に限定される。役員・職員に対して秘密保持義務等が課されるほか、役員の選任・解任、

事務規程、事業計画等は主務大臣の認可が必要である。また、主務大臣による指定の取

消し、事務の全部又は一部停止命令を規定しているほか、監督命令、立入検査等も規定

しており、政府の一定の方針及び監督の下、指定実施機関に事務が委任される。 

 

（２）地域脱炭素化促進事業制度の拡充 

 現行法では、市町村のみが再エネ促進区域等の地域脱炭素化促進事業の促進に関する事

項を定めることができるものとしているが、市町村における人材・専門的知見の不足、再

エネ促進区域設定時の市町村間の調整、複数市町村にわたる場合の地域脱炭素化促進事業

 

の計画認定手続が煩雑であること等が課題となっている。 

そこで、本法律案では、都道府県の関与を強化し、地方公共団体実行計画に、都道府県

及び市町村が共同して、再エネ促進区域等の地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を

定めることができるものとしている。また、都道府県及び市町村が共同して設定した再エ

ネ促進区域内においては、複数市町村にわたる地域脱炭素化促進事業の認定等については、

都道府県が処理するものとしている。 

 加えて、認定された地域脱炭素化促進事業に対して、関係許可等の行政手続を一本化す

るワンストップ特例の対象に、2023（令和５）年５月から施行されている「宅地造成及び

特定盛土等規制法」（昭和36年法律第191号）の許可手続を追加している。 

 

（３）日常生活における排出削減の促進 

 本法律案では、日常生活における温室効果ガスの排出削減を促進するため、原材料の調

達から廃棄までのライフサイクル全体の温室効果ガスの排出量（カーボンフットプリント）

が少ない製品等の選択、温室効果ガスの排出削減に資するライフスタイル転換を促す規定

を整備している。 

 

３．おわりに  

パリ協定に基づく我が国のＮＤＣの確実な達成に向け、国内外での地球温暖化対策の加

速が求められる中、本法律案では、ＪＣＭの実施体制を強化するため指定法人制度が新設

され、地域脱炭素化促進事業制度においては都道府県の関与を強化する規定が盛り込まれ

た。 

 政府は、指定法人制度の新設により、全国で一つに限られた指定法人が一気通貫で事務

を行うことで全体的な事務の効率化が図られること、年度をまたぐ中長期的かつ安定的な

実施体制が可能となること、ＪＣＭの利活用促進やパートナー国拡大等の政策面に政府が

注力できるようになること等が期待できるとしている。一方、本法律案の措置により、Ｊ

ＣＭクレジットに係る事務の円滑実施が確保できるのか、また、各国がＮＤＣ達成に向け

て国内措置を重視し始める中、政府がパートナー国拡大や案件形成に関する交渉を我が国

に資する形で進めていくことができるのかを注視していくことが必要であろう。 

また、都道府県の関与が強化された地域脱炭素化促進事業制度においては、都道府県と

市町村間で効率的な連携体制を確保するとともに、同制度の実効性を高めるため、国は引

き続き市町村への支援強化、事業者への経済的インセンティブ強化、関連制度との連携強

化に取り組んでいくことが必要である。 
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